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（５）ベトナム 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

 ベトナムにおける営業秘密は、知的財産法（2005 年成立、2009 年改正118）で保護がなさ

れている。その他、民法（第 11 条第 2 項、第 11 条第 5 項)、労働法（第 19 条第 1 項、第

23 条第 2 項、第 119 条第 1 項、第 126 条)、民事訴訟法、競争法（第 3 条第 10 項、第 39 条

第 2 項、第 41 条)、及び関税法（第 8 節）の規定の適用があり得る。また、実施細則等を

定めた政令や通達として、以下のものがある。 
 
・知的財産法の産業財産に関する一部条項の実施の細則及び指針を定める 2006 年政令119

（第 6 条第 4 項、第 16 条第 3 項、第 32 条） 
・知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

び指針を定める 2006 年政令120（第 6 条第 5 項、第 24 条第 3 項(b)） 
・産業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令121（第 14 条第 14 項(a)） 
・競争分野における行政処分に関する 2014 年政令122（第 29 条） 
・競争法の一定の規定の実施の指針を定める 2005 年政令123（第 84 条第 2 項(b)） 
・電子商取引に関する 2013 年政令124（第 4 条第 4 項(a)、第 36 条第 7 項） 
・通関手続、検査、監督及び管理手続に関する関税法の執行に関する特別規定及び指針を

定める 2015 年政令125 
・人民裁判所における知的財産権を巡る紛争の解決に関する一部法規定の適用指針を定め

る最高人民法院、最高人民検察院、文化・スポーツ・観光省、科学技術省、司法省の 2008
年共同通達126（以下、「2008 年共同通達」という。） 

 
（ⅱ）営業秘密の定義 

営業秘密の定義は、知的財産法第 4 条(23)による。営業秘密としての保護を受けるため

には、当該情報が同法第 4 条(23)の規定に該当するだけでなく、同法第 84 条に規定する

３つの要件を満たす必要がある。なお、これら３つの要件に関する判断基準の詳細は法令

等で示されておらず、どのように判断するかは裁判所の裁量に委ねられる127。なお、営業

                                                      
118 主要な改正点は、行政措置の際の警告書送付の廃止や、行政措置の罰金額の規定削除などである。岡田貴子

「ベトナムの模倣品対策と改正知的財産法（2010 年 1 月施行）」パテント 2010、Vol.63、No.12 
119 Decree No. 103/2006/ND-CP 
120 Decree No. 105/2006/ND-CP 
121 Decree No. 99/2013/ND-CP 
122 Decree No. 71/2014/ND-CP 
123 Decree No. 116/2005/ND-CP 
124 Decree No. 52/2013/ND-CP 
125 Decree No. 08/2015/ND-CP 
126 Joint Circular No. 02/2008/TTLT-TANDTC-VKSNDTC-BVHTT-DL-BKH-CN-BTP 
127 三つ目の要件の秘密保持措置について、質問票回答によれば、実例として、情報に対する暗号化（例えば、

パスワード）の利用やアクセス制限などを挙げている。 
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秘密として保護を受けるための登録は義務付けられていない（知的財産法の産業財産に関

する一部条項の実施の細則及び指針を定める 2006 年政令128第 6 条第 4 項）。 

  

                                                      
128 前掲 119 

知的財産法第 4 条(23)  
営業秘密とは、財政的投資、知的投資から得られた情報であって、開示されておらず、

かつ、事業において利用可能な情報である。 
 
知的財産法第 84 条  
営業秘密は、それが次の要件を満たすときは、保護に適格とする。 

(1)共通の知識でなくまた容易に取得されるものでもないこと 
(2)業として使用されるときは、それを所有又は使用しない者よりもその所有者に対し

て有利性を与えることができること 
(3)それが開示されず、また容易に入手することもできないよう必要な措置を講じてそ

の所有者が秘密を保持していること 
 
知的財産法第 85 条  
次の秘密情報は、営業秘密として保護されないものとする。 

(1)個人的地位の秘密 
(2)国家管理の秘密 
(3)安全保障及び国防の秘密 
(4)事業に無関係な他の秘密保持情報 
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（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

知的財産法第 127 条  
次の行為は、営業秘密に対する権利の侵害であるとみなす。 
(a)営業秘密の適法管理者により取られた秘密保持措置に反する行為をなすことにより、

営業秘密の具体的情報を入手又は取得すること 
(b)営業秘密所有者の許可なしに営業秘密の具体的情報を開示又は使用すること 
(c)秘密保持契約に違反すること、又は営業秘密を入手、取得若しくは開示するために秘

密保持担当者を欺瞞し、誘導し、買収し、強要し、唆し若しくはその信用を濫用するこ

と 
(d)営業秘密の具体的情報であって、製品に関する営業又はマーケティングのライセンス

付与のための手続に基づいて他人により提出されるものを、所管当局により取られた秘

密保持措置に反する行動により、入手又は取得すること 
(dd)営業秘密を、それが(a)、(b)、(c)及び(d)にいう行為の 1 に従事する他人により取得さ

れたことを知りながら又は知る義務を有しながら、使用し又は開示すること 
(e)第 128 条に規定する秘密保持義務129を履行しないこと 

 
 営業秘密侵害は、民事救済と行政救済による130。行政救済には、知的財産法に基づく行

政措置と、競争法に基づく行政措置がある。 
 
（ａ）民事救済 
 営業秘密の管理者は、侵害行為の差止め、公の謝罪及び訂正の強制、契約上の義務履行、

損害賠償の請求、及び営業秘密侵害物品の廃棄等が可能である（知的財産法第 202 条）。 

 

                                                      
129 医薬品又は農薬品に関するテスト結果又はデータの秘密保持義務 
130 質問票回答によれば、知的財産権において刑事救済が適用されるのは商標と地理的表示の侵害のみである、

とのことであった。なお、判決に関するデータベースが構築されていないため、事件数や事例を確認できていな

い。また、営業秘密侵害の救済には、実際に被害が生じていることが必要で、侵害の危険性がある状況での救済

については、「危険性」自体は違反を構成しないので保護は与えられない、との回答であった。 

知的財産法第 202 条  
裁判所は、知的所有権の侵害行為を犯した組織及び個人に対処するため、次の民事救

済措置を講じる。 
(1)知的所有権の侵害の終了を強制すること 
(2)評判の是正及び謝罪を強制すること 
(3)民事的義務の遂行を強制すること 
(4)損害に対する補償を強制すること 
(5)知的所有権侵害商品の創出又は取引に主として使用された商品、素材及び用具に

ついて、廃棄、非商業目的での頒布又は使用を強制すること。ただし、当該頒布及び使

用が知的所有権所有者による権利行使に影響を与えないことを条件とする。 
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（ア）差止め 
 裁判所による差止め命令に対して不服申立てがなされた場合、法律により即時執行が義

務付けられていない限り（例えば、仮処分の決定）、差止めは延期される（民事訴訟法第 282
条）。 
 
（イ）公の謝罪及び訂正の強制131 
 これらの実行方法について当事者間で合意できない場合、裁判所は、侵害行為の性質等

に基づき実行方法を決定できる（2008 年共同通達 B 部第 4 章第 2 項132）。 
 
（ウ）契約上の義務履行 
 侵害者は、営業秘密に関連する当事者間の合意に従って義務を履行することが求められ

る（2008 年共同通達 B 部第 4 章第 3 項133）。 
 
（エ）損害賠償の請求 
 営業秘密の管理者は、実際の物的損失を証明すると共に、請求する賠償額の根拠を特定

する必要がある（知的財産法第 203 条第 6 項134）。賠償額の算定は、管理者が侵害行為によ

って被った実際の物的損失（財産の損失、収入及び利益の減少等）を根拠に決定される（知

的財産法第 204 条(a)135）。物的損失が判断できない場合には、裁判所は、5 億ベトナムドン

を超えない範囲で賠償を命じることができる136（知的財産法第 205 条第 1 項(c)137、2008 年

共同通達 B 部第 1 章第 2 項(c2)138）。 
 
（ｂ）行政救済 
（ア）知的財産法に基づく行政措置 
 営業秘密の管理者は、知的財産法による行政処罰を求めて知的財産庁に申請できる（産

                                                      
131 この救済措置に関して、ラジャ・タン法律事務所への質問票調査によれば、秘密保持のために、所有者から

要求されることがないのが一般的である、との回答であった。 
132 前掲注 126 
133 前掲注 126 
134 知的財産法第 6 項 損害補償請求の場合は、原告は、自らの実損を立証し、かつ、第 205 条に従い自らの請

求の根拠を明示しなければならない。 
135 知的財産法第 204 条 侵害により生じた損害は、次のものを含む。 
(a) 物理的損害は、財産の損失、収入及び利益の減少、事業機会の喪失、当該損害からの防止及び回復のための

合理的経費、合理的な弁護士手数料、並びにその他の有形損失を含む。 
136 質問票回答によれば、 
・ベトナムの裁判所では証拠に関して高い証明力を要求（実質的損失を証明する完全かつ十分な文書など）する

ため、実際の物的損失が判断できないことはよくある。 
・裁判所の裁量で決めた賠償額の場合、所有者の被った損失を十分に補填できない。 
との示唆があった。 
137 知的財産法第 205 条 原告が知的所有権の侵害により自己への物理的損害が生じたことの立証に成功した場

合は、その者は、裁判所に対して、次の根拠の 1 に基づいて補償金額を決定するよう請求する権利を有する。 
(a)（省略）、(b)（省略） 
(c) (a)及び(b)に従い補償金額を決定することが不可能な場合は、当該金額は、損失レベルに応じて裁判所により

決定されるが、5 億ベトナムドンを超えないものとする。 
138 前掲注 126 
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業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令139第 22 条第 1 項）。侵害者には、最高

3000万ベトナムドンの過料及び追加の制裁（侵害品及び1～3箇月の取引の停止を含む。）、

及び是正措置（侵害要素の強制的除去又は強制的破壊、侵害品の強制破棄、事業、サービ

ス又はウェブサイトから侵害品又は侵害サービスに関する情報の強制的除去、違法所得の

強制的送金を含む。）が科せられる（産業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令
140第 14 条第 15 項(a)、同条第 17 項、同条第 18 項）。 
 
（イ）競争法に基づく行政措置141 
営業秘密の侵害行為は競争法上、不公正な競争行為として禁止されており、その具体的な

侵害行為につき規定がある（競争法第 39 条(2)、同法第 41 条）。競争法による行政処罰の

申請（競争法第 58 条第 1 項）が認められた場合、侵害者には、1000 万ベトナムドンから

3000 万ベトナムドンの過料が科せられる。競争庁は、違反行為を行うために侵害企業が使

用した証拠を没収することもある（競争分野における行政処分に関する 2014 年政令142第

29 条第 1 項、同条第 2 項）。 

 

                                                      
139 前掲注 1211 
140 前掲注 1211 
141 質問票回答によれば、競争庁は、重要な性質の問題のみを調査又は追及するのが一般的であるため、競争庁

が営業秘密侵害によって執行措置を追及したという事例を確認できていない、とのことである。 
142 前掲注 1222 

競争法第 39 条  
この法律において、不公正な競争行為とは、次の各項に掲げる行為をいう。 

2．商業上の秘密の侵害 
 
競争法第 41 条  
商業上の秘密の侵害事業者は、次の各項に掲げる行為を行ってはならない。 

1．商業上の秘密の法律上の保有者が秘密を守るために講じる手段を妨害して、商業上

の秘密に該当する情報を入手、及び収集すること。 
2．商業上の秘密の保有者の承諾を得ることなく、当該商業上の秘密を開示、又は使用

すること。 
3．商業上の秘密の保有者の秘密情報を入手、収集、若しくは開示する目的で、秘密を

保持する契約に違反し、又は同様の目的で、秘密保持義務を負う者を騙し、若しくはそ

の者の信用を利用すること。 
4．取引関連法令に基づいて手続を実施する者若しくは製品流通のために手続を実施す

る者の有する商業上の秘密に該当する情報を入手、若しくは収集し、又は政府当局によ

る適用措置を妨害して特定の者の有する商業上の秘密に該当する情報を入手、若しくは

収集すること。特定の者の有する商業上の秘密に該当する情報を、事業を行うために、

若しくは事業若しくは製品流通に係るライセンスを申請するために使用すること。 
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（ⅳ）訴訟における証拠収集手続について 

 営業秘密侵害を含む知的財産権侵害訴訟における個別の証拠収集に関する規定は存在せ

ず、民事訴訟法第 97 条第 2 項、すなわち、関係者、証人の証言の録取／関係者間、関係

者・証人間の対審／専門知識の要請／財物の評価／立入検査及び鑑定の実施／文書及び証

拠の収集・検証の委託／機関、団体及び個人に対する書類類提出命令等、の規定による。 
 検察官、裁判官、及びオンブズマンは、事件に関連する証拠の収集権を有する（民事訴

訟法第 58 条第 3 項、同法第 48 条第 3 項、同法第 50 条）。なお、ベトナム司法制度では、

糾問主義が採用されており、提供された証拠が判断に十分でない場合には、証拠の収集権

を有する裁判官、オンブズマンから関係者に対して、更なる証拠の提供を要請する権利が

ある143（民事訴訟法第 97 条第 2 項(g)、同条第 4 項）。 
 
（ⅴ）訴訟における営業秘密保持について 

 判決は、当事者が秘密の保持を求めるような秘密が含まれる場合には公開されない144。 
その他、訴訟手続における営業秘密の取り扱いについて、訴訟当事者は営業秘密を含む

証拠を裁判所に提出する義務を負い（民事訴訟法第 96 条第 1 項）、裁判所は営業秘密を含

む証拠を保全すると共に（同法第 107 条第 1 項）、当事者の正当な要求に基づき当該秘密

の開示は禁じられることになる（同法第 109 条第 2 項）。 
 訴訟に係わる職員（裁判長、裁判官、人民陪審員、オンブズマン、裁判所書記官、検察

院の議長、検察官、調査官を含む（同法第 46 条第 2 項(a)(b)）及び手続関係者（訴訟当事

者、当事者の弁護人、証人、通訳及び代理人など関係者その他の参加者を含む。）は、営業

秘密を含む証拠に対する秘密保持義務がある（同法第 109 条第 3 項）。また、訴訟当事者

は、関係者に対して秘密保持の要求通知書を送達する義務がある（同法第 96 条第 5 項）。 
 なお、裁判所及び職員においても、営業秘密の秘密保持義務はある（同法第 13 条第 3
項）。 
 
（ⅵ）国境措置 

 知的財産法第 216 条において、営業秘密を含む知的財産侵害物品に関する国境措置が規

定されている。 
 
・税関当局に対し、侵害品の発見のために輸出／輸入品の検査及び監督措置を要請できる

（知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

                                                      
143 質問票回答によれば、 
・ベトナム裁判所では、証拠に関して高い証明力を要求しており、この場合、一般には文書証拠が最も重視さ

れ、証人の証言や非文書証拠は重要度が低いものとされる。 
・裁判官は訴訟当事者が所有しない証拠を要求することがあり、その場合、十分な証拠がない又は訴訟当事者の

主張が損なわれるために、訴訟手続が長期化される。 
との示唆があった。 
144 Resolution 03/2017/NQ-HĐTP, Article 4.2(b). なお、質問票回答においては、一般的に知的財産権侵害事件を含

む判決は滅多に公開されないとの情報もある。 
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び指針を定める 2006 年政令145第 34 条、関税法第 73 条）。 
 営業秘密の管理者は、税関当局に申請書類（営業秘密の所有権を証明する書類、侵害品

の説明、侵害品を輸出／輸入する可能性のある輸出業者／輸入業者のリストを含む。）を提

出する（関税法第 74 条第 2 項、同法第 75 条第 1 項(b)）。税関による検査等の期限は申請

書類の受理日から 2 年で、2 年間延長できる（関税法第 74 条第 2 項）。 
 
・税関当局に対し、被疑侵害品の輸入又は輸出の通関を一時的に停止するよう要請できる

（知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

び指針を定める 2006 年政令146第 34 条、関税法第 73 条）。 
 営業秘密の管理者は、税関当局に申請書類を提出する（関税法第 75 条第 1 項(a)）と共

に、非侵害であった場合の被疑侵害者の損害を補填するために、保証金（被疑侵害品価値

の 20％相当の金額、又は当該価値が評価できない場合には少なくとも 2000 万ベトナムド

ン、又は信用機関発行の保証書）を供託する必要がある（知的財産法第 217 条第 2 項）。 
 
（ⅶ）域外適用 

 域外適用に関する規定は確認されていない147。 
 
（ⅷ）裁判外の紛争解決手続について 

 営業秘密の管理者は、営業秘密侵害に対して仲裁機関に仲裁を提起できる148（知的財産

法第 198 条第 1 項(d)）。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）訴訟における主な争点について 

質問票回答によれば、訴訟においては「営業秘密の保護要件」が主な争点となる。すな

わち、当該情報が知的財産法第 84 条に規定する要件を満たす必要があるところ、これら各

要件の判断基準は法令等で示されておらず、裁判所の裁量に委ねられるため争点となるこ

とが多い。その一方で、証拠に関しては、営業秘密の管理者に高い証明力を要求しており、

保護要件を充足しているかどうかについては重い立証責任を負うことになる。 
 
（ⅲ）外国企業がベトナムに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がベトナムに進出する際、営業秘密侵害事件に関する留意点について、質問票

                                                      
145 前掲注 1200 
146 前掲注 120 
147 質問票回答によれば、営業秘密の定義では、ベトナム発の又はベトナムに関連する情報に限定されていない

ことから、ベトナムが締約国である国際条約に従って域外に適用される余地はあるとのことである。 
148 裁判外での紛争解決の実態を把握するために、ラジャ・タン法律事務所に質問票調査を依頼したが、調停・

仲裁の秘密性のため、それらの事例を確認できなかった。 
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調査の回答を基に整理した。 
 
（ａ）営業秘密侵害事件に巻き込まれないための行為 
（ア）秘密保持契約の締結 
 営業秘密となり得るものを明確に特定及び定義した秘密保持契約又は非開示契約を締結

することが有用である。 
 
（イ）秘密保持措置 
 企業の内部労働規定に秘密保持に関する条項を定め、営業秘密の保護に関して明確な指

示及び方針を示すことが有効である。例えば、文書に「機密」又は「営業秘密」といった

マークを付ける、機密文書を安全な場所に鍵をかけて保管する、暗号化する（例えば、パ

スワード）、アクセス制限するなどである。さらに、営業秘密保護に関して被用者へ研修を

行うことも有効である。 
 
（ウ）技術的措置 
 侵害阻止のため、以下に示す技術的措置を採用することも有効である（知的財産法の知

的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及び指針を定める

2006 年政令149第 21 条第 2 項）。 
 
・営業秘密が保護されており、侵害してはならないことを伝えるために、製品、サービス

の手段、著作物の原作品及び複製品、実演の固定物、レコード、録画物又は放送物に対し、

営業秘密に関する発生地、所有者、保護の範囲及び期間等に関する情報を表示すること 
・保護される製品をマークし、特定し、区別し、保護するために技術的手段又は措置を使

用すること 
 
（ｂ）紛争が生じた場合の留意点 
 紛争が生じた場合は、訴訟において外国企業には以下に示す特有の手続要件がある。 
すなわち、裁判所へ提出する書類であって外国在住の組織、機関によって発行された書

類については、当該国の領事認証、公証が必要となる。また、外国語を使用している書類

は、ベトナム語への翻訳が必要である（民事訴訟法第 478 条）。この点、国によっては領事

認証の手続に時間がかかり、大きな負担となっているとの意見が寄せられた。 
 
（ⅳ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 ベトナムにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）につ

いて、質問票調査の回答を基に整理した。 
 ベトナムにおいては、知的財産法や競争法などの法令や政令により営業秘密保護に関す

る法的枠組みが整備・構築されているといえるものの、これらの規定に対応する実施細則

                                                      
149 前掲注 120 
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が無いために、運用は不透明なままとなっており、早急の指針策定が求められるとの評価

であった。 
 また、営業秘密を巡る紛争はほとんど提起されていないのが現状であり、これは立証に

必要な証拠の基準を充足することが難しいためであると考えられる。こうした紛争の少な

さは裁判官の経験の欠如を生み、裁判所あるいは裁判官ごとに見解が異なる事態が生じる

可能性があることが示唆された。 
 
 
（６）インド 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

インドでは、営業秘密保護に関する制定法は存在せず150、秘密保持契約等の契約又はコ

モンローにおける衡平法に基づく保護がなされている。 
したがって、インドでは営業秘密は主に契約（秘密保持契約、雇用契約、技術的ノウハ

ウ契約など）に盛り込まれる秘密保持義務に基づき保護されるため、1872 年インド契約法

（Indian Contract Act of 1872）により規制される。また、コモンローにおける衡平法に基づ

く保護として、当事者間に契約関係がない場合であっても、秘密保持義務の存在が認めら

れることがある。この点、John Richard Brady v. Chemical Process Equipments Pvt. Ltd.事件151

によれば、デリー高等法院は、契約に明示的に守秘義務条項がない場合であっても、所定

の場合には秘密保持義務が示唆され得るとの立場をとっている。同高等法院は、衡平法に

基づく広範な管轄権を行使し、契約に具体的な条項が盛り込まれていない場合であっても、

差止命令を出している。 
なお、営業秘密の不正取得に関する直接の明文規定は存在しない。この点、質問票調査

の回答によれば、営業秘密の不正取得行為について訴えを提起する際には、少なくとも①

対象の特定、②当該秘密の所有権の証明、③営業秘密性の証明、及び④秘密を取得した相

手方当事者がそれを保持及び／又は使用する権限を有していないこと、といった要件を充

足する必要があるとされている。 
 
 
 

                                                      
150 2016 年 5 月に商工省産業政策推進局（DIPP）から発表された「国家知的財産権政策」では、営業秘密保護に

ついて必要に応じて法的枠組みを策定するとされていたが、質問票回答によれば、企図された法律は成立してい

ないとのことであった。（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/in/ip/pdf/national_ip_20160512_201606jp.pdf）。
また、営業秘密保護に関連した「the National Innovation Act of 2008」の草案が 2008 年にインド政府から公表

されたが、質問票回答によれば、インド議会のオンライン記録を確認したところインド議会の両院においてこの

草案が審議された経緯はないとのことである。（http://www.prsindia.org/uploads/media/vikas_doc/docs/1241500117~~
Draftinnovationlaw.pdf）。 
151 AIR 1987 Delhi 372. 
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な

ど

書
類

提
出

命
令

（
民

訴
法

規
則

X
Iの

規
定

1
4
）
な

ど
文

書
又

は
物

の
提

出
又

は
査

察
の

要
請

（
裁

判
所

規
則

の
規

則
2
3
～

2
8
）
な

ど

民
事

事
件

で
は

書
面

に
よ

る
証

拠
等

が
、

刑
事

事
件

で
は

証
人

の
証

言
等

が
証

拠
と

し
て

認
め

ら
れ

る
（
民

法
第

1
8
6
6
条

、
刑

事
訴

訟
法

第
1
8
4
条

）

事
前

証
拠

調
べ

（
知

的
財

産
等

の
設

置
等

に
関

す
る

法
律

(B
.E

.2
5
3
9
)第

2
8
条

）
、

証
拠

の
提

出
（
民

事
訴

訟
法

第
8
8
条

）
、

証
人

陳
述

書
の

提
出

（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
2
8
な

ど
）
、

追
加

の
証

拠
調

べ
（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
3
9
）
な

ど

・
裁

判
官

等
は

事
件

に
関

連
す

る
証

拠
の

収
集

権
を

有
す

る
（
民

事
訴

訟
法

第
5
8
条

第
3
項

等
）

・
証

拠
が

十
分

で
な

い
場

合
、

裁
判

官
等

は
関

係
者

に
対

し
更

な
る

証
拠

の
提

供
を

要
請

で
き

る
 （

民
事

訴
訟

法
第

9
7
条

第
2
項

(g
)等

）

・
営

業
秘

密
に

関
す

る
証

拠
は

非
公

開
（
民

事
訴

訟
法

第
6
8
条

）
・
判

決
に

は
営

業
秘

密
に

関
す

る
詳

細
な

記
載

は
な

し
（
民

事
訴

訟
法

第
1
5
6
条

）

・
封

書
に

よ
っ

て
提

出
し

た
営

業
秘

密
に

関
す

る
文

書
は

公
衆

閲
覧

不
可

・
判

決
に

は
営

業
秘

密
の

詳
細

な
記

載
は

な
し

・
当

事
者

は
裁

判
官

等
に

対
し

て
イ

ン
カ

メ
ラ

手
続

の
要

求
が

可
能

（
A

lm
o
n
te

 v
. V

as
qu

e
z事

件
）

・
最

高
裁

判
所

等
の

決
定

に
お

い
て

、
営

業
秘

密
の

詳
細

は
非

公
表

（
C

h
av

e
z 

v.
 P

re
si

de
n
ti
al

C
o
m

m
is

si
o
n
 o

n
 G

o
o
d 

G
o
ve

rn
m

e
n
t事

件
 ）

・
裁

判
官

は
当

事
者

の
請

求
に

よ
り

裁
判

手
続

の
非

公
開

を
命

じ
る

こ
と

が
可

能
（
営

業
秘

密
法

第
1
8
条

 ）
・
裁

判
手

続
が

非
公

開
で

行
わ

れ
た

裁
判

の
判

決
は

通
常

公
表

さ
れ

な
い

・
裁

判
所

は
、

当
事

者
の

請
求

等
に

基
づ

き
、

審
問

の
イ

ン
・
カ

メ
ラ

で
の

実
施

、
又

は
事

件
に

お
け

る
事

実
等

の
公

表
の

禁
止

を
命

じ
る

こ
と

が
可

能
（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
2
4
）

・
裁

判
官

や
訴

訟
当

事
者

等
に

対
し

て
秘

密
保

持
の

義
務

あ
り

（
民

事
訴

訟
法

第
1
0
9
条

第
3
項

な
ど

）
・
判

決
は

訴
訟

当
事

者
が

秘
密

の
保

持
を

求
め

る
営

業
秘

密
を

含
む

場
合

に
は

公
開

さ
れ

な
い

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

侵
害

品
発

見
の

た
め

の
輸

出
入

品
の

検
査

及
び

監
督

措
置

、
又

は
被

疑
侵

害
品

の
輸

出
入

の
通

関
で

の
一

時
的

停
止

の
要

請
が

可
能

（
知

的
財

産
法

の
知

的
財

産
権

保
護

及
び

知
的

財
産

の
国

家
管

理
に

関
す

る
一

部
条

項
の

実
施

の
細

則
及

び
指

針
を

定
め

る
2
0
0
6
年

政
令

第
3
4
条

）

刑
事

罰
の

域
外

適
用

あ
り

（
刑

法
第

6
条

～
第

1
0
条

）
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し

民
事

事
件

2
6
3
件

（
1
6
8
件

）
1
7
件

（
9
件

）
5
件

2
件

（
2
件

）
－

判
決

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

な
し

－
刑

事
事

件
6
3
件

（
4
5
件

）
申

立
が

あ
っ

て
有

罪
と

さ
れ

な
か

っ
た

事
件

が
2
件

0
件

2
件

（
2
件

）
刑

事
救

済
な

し

行
政

事
件

－
デ

ー
タ

非
公

表
－

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

－
判

決
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
な

し
－

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
内

容
は

ほ
と

ん
ど

が
非

公
開

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
内

容
は

非
公

開

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
仲

裁
と

調
停

の
手

続
ル

ー
ル

（
改

正
2
0
1
0
年

知
的

財
産

庁
令

第
1
5
4
号

、
2
0
1
1
年

知
的

財
産

庁
令

第
6
1
号

）

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
1
2
条

）
・
内

容
は

非
公

開
・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
9

条
）

・
仲

裁
で

紛
争

解
決

が
可

能
（
知

的
財

産
法

第
1
9
8
条

第
1
項

(d
)）

・
権

利
者

に
よ

る
侵

害
事

実
の

立
証

が
困

難
（
但

し
、

刑
事

・
行

政
救

済
の

場
合

、
証

拠
収

集
面

で
公

安
機

関
や

工
商

局
の

協
力

が
得

ら
れ

る
）

・
証

拠
収

集
の

難
し

さ
か

ら
、

人
民

法
院

で
は

証
拠

保
全

や
証

拠
収

集
が

利
用

さ
れ

る
・
司

法
鑑

定
や

技
術

調
査

官
が

活
用

可
能

－
－

・
損

害
賠

償
額

算
定

は
裁

判
官

の
裁

量
・
刑

事
救

済
に

関
し

て
、

刑
事

告
訴

を
取

下
げ

る
こ

と
で

和
解

交
渉

で
優

位
に

な
る

反
面

、
無

罪
判

決
の

場
合

に
は

反
訴

さ
れ

る
可

能
性

あ
り

・
管

理
者

は
立

証
負

担
が

大
き

い
が

、
知

的
財

産
省

へ
営

業
秘

密
を

登
録

す
る

こ
と

で
、

訴
訟

に
お

い
て

証
拠

と
し

て
活

用
可

能
・
刑

事
救

済
に

関
し

て
、

懲
役

刑
は

営
業

秘
密

侵
害

に
対

す
る

抑
止

力
。

一
方

で
、

裁
判

で
非

侵
害

と
判

断
さ

れ
た

場
合

に
反

訴
さ

れ
る

可
能

性
あ

り

－

・
秘

密
管

理
性

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
接

触
、

類
似

、
合

理
出

所
に

関
し

て

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
営

業
秘

密
保

護
の

た
め

の
相

応
の

措
置

・
侵

害
者

の
競

争
上

の
優

位
性

の
取

得
・
営

業
秘

密
該

当
性

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
情

報
等

の
類

似
性

・
原

告
の

主
張

・
根

拠
の

適
切

性
・
営

業
秘

密
該

当
性

・
損

害
賠

償
額

・
営

業
秘

密
の

保
護

要
件

・
現

地
従

業
員

と
の

間
で

秘
密

保
持

義
務

を
含

ん
だ

労
働

契
約

の
締

結
・
訴

訟
で

法
院

に
提

出
す

る
外

国
の

資
料

等
は

公
証

・
認

証
手

続
と

中
国

語
へ

の
翻

訳
が

必
要

・
営

業
秘

密
を

明
確

に
特

定
し

た
秘

密
保

持
契

約
書

の
作

成
、

ア
ク

セ
ス

制
限

等
の

秘
密

保
持

措
置

・
訴

訟
で

裁
判

所
に

提
出

す
る

文
書

は
正

当
な

権
限

持
つ

代
理

人
の

署
名

・
捺

印
が

必
要

・
従

業
員

と
の

雇
用

契
約

に
お

い
て

、
非

親
交

条
項

、
及

び
非

競
合

条
項

又
は

非
関

与
条

項
を

設
け

る
こ

と

・
営

業
秘

密
保

護
の

た
め

の
社

内
規

定
や

、
現

地
従

業
者

等
と

の
間

の
非

開
示

契
約

の
締

結
・
裁

判
所

に
提

出
す

る
外

国
の

証
拠

文
書

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
領

事
館

認
証

と
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
語

へ
の

翻
訳

が
必

要
・
紛

争
発

生
し

た
場

合
、

手
続

が
非

公
開

で
あ

る
仲

裁
等

の
選

択
も

可
能

・
営

業
秘

密
に

対
し

て
物

理
的

保
護

、
技

術
的

保
護

、
及

び
契

約
的

保
護

の
実

施
・
営

業
秘

密
の

所
有

権
等

の
争

い
に

備
え

て
、

営
業

秘
密

を
知

的
財

産
省

に
登

録
す

る
こ

と

・
秘

密
保

持
契

約
の

締
結

、
秘

密
保

持
措

置
、

技
術

的
措

置
・
裁

判
所

へ
の

提
出

書
類

で
外

国
の

組
織

等
か

ら
発

行
さ

れ
た

も
の

は
、

当
該

国
の

領
事

認
証

等
が

必
要

・
外

国
語

で
の

書
類

は
、

ベ
ト

ナ
ム

語
へ

の
翻

訳
が

必
要

（
民

事
訴

訟
法

第
4
7
8
条

）

・
国

家
秘

密
保

護
法

等
で

定
め

た
国

家
秘

密
の

定
義

に
よ

れ
ば

、
外

国
企

業
の

営
業

秘
密

が
中

国
で

国
家

秘
密

と
さ

れ
る

可
能

性
は

低
い

・
医

薬
品

の
臨

床
試

験
デ

ー
タ

は
営

業
秘

密
と

し
て

も
保

護
さ

れ
る

可
能

性
が

あ
る

・
2
0
1
6
年

に
商

工
省

産
業

政
策

推
進

局
か

ら
発

表
さ

れ
、

営
業

秘
密

保
護

を
法

的
枠

組
み

策
定

の
対

象
の

一
つ

と
し

た
「
国

家
知

的
財

産
権

政
策

」
に

つ
い

て
、

企
図

さ
れ

た
法

律
は

成
立

し
て

い
な

い

－

・
営

業
秘

密
ラ

イ
セ

ン
ス

契
約

に
つ

い
て

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

知
的

財
産

総
局

へ
の

登
録

が
要

求
さ

れ
て

い
る

が
（
営

業
秘

密
法

第
8
条

、
第

9
条

）
、

当
該

登
録

に
関

す
る

実
施

規
則

は
制

定
さ

れ
て

い
な

い

－
－

裁
判

外
の

紛
争

解
決

過
去

5
年

間
の

営
業

秘
密

侵
害

事
件

数
（
カ

ッ
コ

内
は

侵
害

認
定

件
数

）

営
業

秘
密

保
護

に
関

す
る

制
定

法

営
業

秘
密

保
護

に
関

す
る

解
釈

基
準

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
他

営
業

秘
密

の
定

義

営
業

秘
密

侵
害

に
対

す
る

救
済

手
段

民
事

救
済

刑
事

救
済

行
政

救
済

営
業

秘
密

侵
害

の
例

外
規

定

そ
の

他

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
3
3
条

）

規
定

な
し

懲
役

、
罰

金

差
止

め
、

罰
金

営
業

秘
密

侵
害

訴
訟

で
の

主
な

争
点

日
本

企
業

の
進

出
に

あ
た

る
実

務
上

の
留

意
点

営
業

秘
密

侵
害

救
済

手
段

の
特

徴

規
定

な
し

可
能

（
刑

法
第

2
1
9
条

）

可
能

（
反

不
正

当
競

争
法

第
2
1
条

）

規
定

は
存

在
し

な
い

が
、

適
用

可
能

性
あ

り
（
P
ra

m
o
d 

S
/
o
 L

ax
m

ik
an

t 
S

is
am

ka
r 

an
d 

U
da

y
N

ar
ay

an
ra

o
 K

ir
pe

ka
r 

v.
 G

ar
w

ar
e
 P

la
st

ic
s 

an
d

P
o
ly

e
st

e
r 

L
td

.事
件

で
は

刑
法

第
4
0
8
条

等
へ

の
適

用
言

及
）

証
拠

収
集

に
関

す
る

規
定

裁
判

情
報

の
公

表

営
業

秘
密

侵
害

製
品

の
国

境
措

置

営
業

秘
密

規
定

の
域

外
適

用

統
計

情
報

の
開

示
は

首
席

裁
判

官
の

裁
量

に
依

存

規
定

な
し

可
能

（
産

業
財

産
分

野
に

お
け

る
行

政
処

分
に

関
す

る
2
0
1
3
年

政
令

第
2
2
条

第
1
項

、
競

争
法

第
4
1
条

）

可
能

（
改

正
刑

法
第

2
3
0
条

、
消

費
者

法
第

4
1
条

な
ど

）

規
定

な
し

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
1
7
条

）

規
定

な
し
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